第1回彦根市まち・ひと・しごと創生総合戦略推進協議会議事録
日時　　平成28年(2016年)7月22日(金) 

10時00分～12時00分
場所　　本庁舎5階第3委員会室　　　   
［地方創生推進室長］
ご出席を賜りまして、誠にありがとうございます。
ただいまから、第1回彦根市まち・ひと・しごと創生総合戦略推進協議会を開催させていただきます。
なお、本市では地球温暖化防止のための夏の軽装、いわゆるクールビズを推奨しております。上着着用の方は、どうぞお楽にしていただきたいと思っております。よろしくお願いいたします。
それでは早速でございますが、議事に先立ちまして、皆様方に市長から協議会委員のご委嘱をさせていただきたいと思います。
(委嘱状の交付)
［地方創生推進室長］
ありがとうございました。
それでは、はじめに大久保市長からご挨拶を申し上げます。
［市長］
皆様、改めましておはようございます。一言ご挨拶を申し上げさせていただきます。今日、委員にご就任をいただきました皆様方には、ご快諾をいただいて委員に就任いただきましたこと、まずは心から御礼申し上げたいと思います。
皆様には今後、「彦根市まち・ひと・しごと創生総合戦略」の各種施策につきまして、いわゆるＰＤＣＡサイクルによる検証をお願いすることとなるわけでございますが、それぞれのお立場および見識を発揮していただきますようよろしくお願い申し上げたいと思います。
さて、本市におきましては、これまで人口はおおむね増加を続けてきたところでございますが、今後は人口減少が避けられない状況になっているという認識をしております。このことから彦根市まち・ひと・しごと創生総合戦略に掲げる目指すべき人口の将来展望を達成するため、本市の特色や地域資源を生かした魅力あるまちづくりを推進していく必要がございます。
そのまちづくりの方向性を定めまして、取り組むべき4つの基本目標を掲げたものが「彦根市まち・ひと・しごと創生総合戦略」でございます。総合戦略の各目標を達成するためには、行政の取組のみではなくて、産官学金労言の各機関との協働による取組が不可欠でございます。このことによりまして、今回、各界の代表者であります皆様方と課題や目標を共有いたしまして、それぞれの専門的見地から総合戦略を検証していただき、より効果的・効率的に実施されるよう見直しを図っていくことが重要かと考えております。
総合戦略を実りのあるものとして確立してまいりますために、ぜひとも活発なご議論をお願い申し上げて、協議会の開会に当たりまして、ご挨拶とさせていただきたいと思います。
どうぞ、皆様、よろしくお願いいたします。
［地方創生推進室長］
続きまして、本日は第1回目の協議会でございますので、はじめに委員の皆様の自己紹介をお願いしたいと思います。
恐れ入りますが、このマイクの使い方でございますが、会議録を作成いたします関係上、会議中のご発言に当たりましては、お手元のマイクのスイッチをお入れいただきまして、赤いランプがついたら、お名前をおっしゃっていただきました後で、ご発言をいただきますようお願いをいたします。また発言が終わりましたら、スイッチをお切りくださいますようお願いいたします。
(委員自己紹介)
［地方創生推進室長］
ありがとうございました。では、続きまして、市側、事務局のほうも自己紹介をさせていただきます。
(市側、事務局自己紹介)
［地方創生推進室長］
委員の皆様6名の方に協議会の委員をただいまご承認をいただきましたわけでございますが、委員の皆様方におかれましては、協議会の運営につきまして、どうかよろしくお願いをいたしたいと思います。
なお、お手元の資料に資料1「彦根市まち・ひと・しごと創生総合戦略推進協議会設置要綱」を配布させていただいております。後ほどその内容につきましては、ご説明をさせていただきますけども、その中の第6条第2項に「協議会は、委員の半数以上が出席しなければ会議を開くことができない。」という規定がございます。本日は委員5名、代理の方1名の方がご出席をいただいておりますので、会議が成立しますことをご報告申し上げます。
それでは、本日の議題に入ります前に、先ほどの資料1の要綱第5条第1項に「協議会に会長を置き、委員の互選により定める。」という規定がございますことから、会長の選出をいただく必要がございます。
会長が決まりますまでの間、僭越ではございますが、私が進行をさせていただきますけども、よろしくお願いいたします。
さて、この同条の規定によりますと、「委員の互選により定める。」となっておりますけれども、いかがいたしましょうか。
(会長の選任)
［地方創生推進室長］
ありがとうございました。ここからは会長に議長として進行をお願いしたいと思います。なお、ご意見がございます方は挙手の上、会長の許可を得てからご発言をお願いしたいと思っています。それでは議事の進行、よろしくお願いいたします。
［会長］
まず、今日の会議、これは第1回目でございますので、はじめに当たりまして事務局から説明をいただきたいと思います。
［地方創生推進室］
本協議会の運営方法や役割についてご説明いたします。資料1をご覧ください。こちらは「まち・ひと・しごと創生総合戦略推進協議会」の設置要網でございます。こちらをご覧いただきますと第2条に所掌事務といたしまして、「総合戦略の策定および変更に関すること。」、「総合戦略の成果の検証に関すること。」、「その他人口減少対策および地域活性化に必要な事項に関すること。」とございます。
総合戦略を進めるに当たりまして、ＰＤＣＡサイクルによる評価および見直しを行うことで、より効率的かつ効果的なものとなるようにする必要がございます。その「評価」と「見直し」について、このたび皆様にお願いしようとするものでございます。総合戦略における具体的なＰＤＣＡサイクルにつきましては、この場では割愛いたしますが、また資料3をご覧いただきますようお願いいたします。
資料1に戻ります。資料1の第5条でございます。こちらにつきまして、協議会には会長を置くことで、今ほどいただきましたところでございます。会議は委員の半数以上の出席により成立するというところでございます。
では、第5条の第3項でございますが、こちらに会長に事故があるとき、または会長が欠けたときに、会長があらかじめ指名する委員がその職務を代理するとございますので、まず、この職務代理の方を決めていただく必要がございますので、よろしくお願いいたします。
［会長］
はい。まずそれでは今の説明にございましたように、第5条第3項、その職務を代理するということで、代理者を決めておきたいと思います。
(職務代理者の指名)
［会長］
では、どうぞ、よろしくお願いいたします。
それでは続きまして、本日の議題は3つございますけれども、そのうちの一番上が「まち・ひと•しごと創生総合戦略の概要」ということになっております。これにつきまして、事務局からご説明をお願いいたします。
［地方創生推進室］
それでは続きまして、議題(1)まち・ひと・しごと創生総合戦略の概要についてご説明いたします。事前にお配りしております冊子が2冊ございましたと思いますので、そちらをご覧ください。
総合戦略につきましては、少子高齢化の進展に的確に対応し、人口減少に歯止めをかけ、住みよい環境を確保して、将来にわたって活力ある地域社会を維持していくために策定したものでございます。こちら本市の人口の現状や人口の将来展望を示した「人口ビジョン」という冊子と、この人ロビジョンに掲げた将来像を実現するための基本的な方向性や基本目標を定めた「総合戦略」という2冊の冊子から成立しているものでございます。
ではまず、「人ロビジョン」の冊子についてご覧ください。
こちらの冊子では、2ページをお開きいただきますと、こちら2ページから人口の現状ということで、「人口動向」でありますとか、「将来推計人口」、「地域の将来に与える影響」などの現状分析を2ページからずっとしてございます。その上で、33ページでございますが、こちらでお示ししておりますが、本市の独自のアンケート調査を行いまして、市民は何を思っているかというのを把握しました上で、52ページ以降で「めざすべき人口の将来の展望」を示しております。
52ページの1行目をご覧ください。
ここで示されておりますように、総合戦略において本市では、「総人口10万人・年間出生数1,000人、年間100人の転入超過」を今後も維持していくことを目標としております。
これは国立社会保障・人口問題研究所に準拠した人口推計によると、本市では平成72年度に8万7,000人程度まで人口が減少するということが見込まれておりますことから、この状況に歯止めをかけ、総人口10万人の維持をしていこうというのを目指すものでございます。
この「めざすべき人口の将来の展望」を踏まえ、地方創生に向けた基本的な方向や基本目標をまとめたものが、もう一冊の総合戦略の冊子でございます。
こちら総合戦略の冊子の1ページをご覧ください。
まず、総合戦略の計画期間というのが、中段「2計画期間」にございますが、平成27年度から平成31年度までの5年間を計画期間としております。
次に、2ページをご覧ください。
こちらでは市の最上位計画である彦根市総合計画との関係について述べており、総合戦略は人口減少の克服と地方創生を実現するための具体的な施策を定めた計画であり、総合計画を具体化し補完するものとして位置づけております。
総合計画基本構想においても人口減少社会の到来に際しては、定住人口の減少を極力回避し、交流人口を最大限増加させるという基本方針がうたわれていることから、総合戦略においてもこの方針を重視することとしております。
次のページを開いていただきまして、3ページから4ページにかけまして、総合戦略を策定・推進していくに当たり、重視した基本的な考え方を示しております。
こちら、網かけを見ていただきますと、網かけの1番目、地域資源を活かし、定住人口の減少に歯止めをかけ、交流人口を増加させること。
2番、こちらが、将来に向け、生産年齢人口の割合を高め、人口構造を安定させる必要があることから、特に19歳から39歳までの若者をターゲットの中心とすること、ということです。
3番目でございます。こちらにつきましては、まち・ひと・しごとの好循環を生み出すために、部局間や政策間での連携をさらに強化すること。
そして4番、市内外に対しての情報発信がより重要となると考えられることからシティプロモーション戦略を推進すること、という4つを重視することとしております。
次に5ページから6ページでございます。こちらが総合戦略の基本的な方向性を示しております。
方向性としましては、網かけ1番、安定した雇用を創出し、彦根市への新しい人の流れをつくる。
2、結婚・妊娠・出産・子育ての希望を実現し、次代を担う子どもたちの健やかな成長を支える。
3、時代に合った地域をつくり、安心な暮らしを守る。
この3つを基本的な方向性としているところでございます。
次に7ページから8ページにかけましては、基本的な考え方や方向性をもとに総合戦略における4つの基本目標を掲げております。
基本目標1としましては、「魅力ある安定した雇用が生まれるまちづくり」でございます。
人ロビジョンでは、有効求人倍率と転入者数には相関関係があると分析しましたが、「しごと」と「ひと」の好循環を確立するためには、まず、「しごと」づくりが第一であることから、安定した雇用の量の確保、雇用の質の向上による多様な雇用機会の確保に努めること、また、交流人口の増加策として、本市の文化・歴史といった地域資源を生かし、多くの業種に影響を持つ観光産業を活性化することで消費の拡大を図り、雇用の創出を図る取組を進めてまいります。
次に基本目標2としましては、「次代を担う子どもたちを安心して産み、育てることのできるまちづくり」でございます。
子どもを産みたいと願う人が安心して産み育てることができるよう、結婚から子育てまでのライフステージに応じた切れ目のない支援を行い、経済的・精神的・身体的な負担や不安をできる限り軽減するとともに、仕事と子育てが両立できるような、子育てのしやすいまちづくりを進めることにより、人口構造を安定させ、人口減少に歯止めをかける土台を築いてまいります。
次に、基本目標3としましては、「若者のチャレンジにより、新しい人の流れが生まれるまちづくり」でございます。
本市には、知(地)の拠点である大学が立地しており、学生が多数在学しておることから、官民の連携により、学生の人材育成やスキルアップ、学生が在学中にさまざまなことにチャレンジできる環境整備を支援いたします。
また、若者世代を対象に本市の魅力を発信し、移住を促進する仕組みを構築することとしております。
最後に、基本目標4としましては、「時代に合った地域の中で、安心なくらしを守るまちづくり」でございます。
コンパクトシティの形成など、人口減少に対応する時代に合ったまちづくり、高齢化が進行した地域においても安心して暮らすことのできるまちづくり、湖東定住自立圏の推進など広域連携によるまちづくりを進めてまいります。
なお、それぞれの基本目標については、計画期間が終了する平成31年度の目標値としまして、有効求人倍率、年間出生数、年少人口、社会増減数、総人口の指標を設定しており、計画期間内において、その成果を検証することとしております。
以上で説明を終わります。よろしくお願いいたします。
［会長］
ありがとうございました。ただいま説明いただきました。今の説明に対しましましてご質問があれば、どなたでも結構ですので、発言いただきたいと思いますけれども、いかがでしょうか。
それでは特にないようでございますので、続きまして、議題(2)に移ります。議題(2)についての説明をお願いいたします。
はい、事務局、お願いします。
［地方創生推進室］
それでは、続きまして議題(2)地域活性化・地域住民生活等緊急支援交付金(地方創生先行型)事業について、まず私のほうから交付金の概要をご説明いたします。
本交付金につきましては、地方版総合戦略の早期かつ有効な策定と、これに関する優良施策の実施に対し支援する目的で、平成26年12月27日に閣議決定されました「地方への好循環拡大に向けた緊急経済対策」の一施策として単発的に設けられたものでございます。
対象事業は、地方版総合戦略の策定および地方版総合戦略における「しごとづくり」などの事業でございます。
本市では、6,069万円の交付金の交付を受け、資料4①にございます7つの事業を平成27年度にかけまして実施をしたところでございます。
なお、本交付金の取組につきましては、総合戦略にも盛り込まれておりますことから、本協議会の中で評価する必要がございます。
皆様には、各事業につきまして、資料4②をご覧いただきますと、資料4②の右から2番目のところに、「⑥外部有識者からの評価」という覧がございます。この覧の「事業の評価」というところにつきまして、総合戦略のＫＰＩの達成に有効であったか無効であったかというご判断を協議会としていただきたいと考えておりますので、よろしくお願いいたします。
また、今後、どのように取り組んでいけばいいのかという視点で評価いただき、ご意見も賜ればと考えておりますので、あわせてよろしくお願いいたします。
では、各事業にかかる概要につきまして、各事業の所管課より順番にご説明いたします。資料4の①、4の②をご覧ください。
最初に、1行目の「彦根市総合戦略策定経費」についてでございます。本事業につきましては、地方版総合戦略の策定を行うものでございまして、事務局のほうから続けてご説明いたします。
こちらにつきましては、各種調査のほか、外部有識者を含むワーキンググループの運営、さらには大学連携促進事業を実施し、総合戦略を策定したものでございます。計画の策定経費でありますため、ＫＰＩ指標はございませんので、これにつきましては、このたびの評価の対象ではございません。本事業につきましては、全体事業予算1,330万4,000円に対し、決算が1,037万6,689円で、交付金充当額は900万円でございました。
続きまして2番以降も各事業の概要につきまして、事業の所管課よりご説明いたします。
［障害福祉課長］
それでは、ナンバー2「障害福祉職場人材確保・定着事業」につきまして所管課であります障害福祉課よりご説明を申し上げます。説明につきましては、着席のままさせていただきますので、よろしくお願いをいたします。
［障害福祉課副主幹］
それでは説明させていただきます。こちら「障害福祉職場人材確保・定着事業」につきましては、大きく2つの事業がございます。
1つにつきましては、障害福祉の現場で、事業所なのですけども、良質な人材確保を図るため、障害者の生活支援センターが実施する介護職員の初任者研修、いわゆるヘルパーの資格を取る研修なのですが、それに対する受講料の助成と彦愛犬の1市4町における障害福祉事業所に一定期間就労していただいた方につきまして、その就労が見込める者に対して就労継続の支援金を支給するものでございます。
もう一つにつきましては、そういった有資格のヘルパー等、介護福祉士等の資格を持っておられる方が、さらに6か月以上、彦愛犬地域の事業所に就労された方で、今後もその見込みがある方につきまして、就労の継続支援金を支給する事業でございます。
こちらのほう、ＫＰＩの指標につきましては、まず初任者研修を受けていただいた方で、2か月以上就労して今後も就労いただける方につきましては、7人以上の目標を立てました。また、介護職員等の有資格者、資格を持っておられる方が、圏域内で当該の福祉事業所に就労して、6か月以上継続して就労していただいた方につきましては、14人以上の指標を立てました。
その結果につきましては、資料4②をご覧ください。2番目の枠になりますが、まずは、研修等を受講していただきまして、その後、就労していただいた方の数でございますが、指標7人につきまして2人の方が就労をそのまま継続しておられます。もう一つの補助につきまして、有資格者の方がそのまま圏域のほうで就労される方が6か月以上経たれた方につきましては、14人を目標としまして3人の方でございます。
数値としましては若干少ない数ではございますが、この2人と3人の就労状況の結果を見ますと、介護職員の初任者研修を受講していただいた方の内訳につきましては、30代の男性の方が新たに研修を受けていただいて、そのまま障害福祉事業所に就労していただいていると。30代の方が新たに転職をされて福祉の道へ進まれたということで一定の効果があるというように私ども、思っております。
また、有資格者の方、ヘルパー等の資格を持っておられる方が、今まで就労をされた方が、一旦お休みになられて再度就労される方がいらっしゃるのですが、そういった方につきましては女性2名、男性1名の方が、そういった就労を再度なされたと。女性の方は36歳と50歳の方で、あと男性の方は19歳ということで、年齢も性別もいろんな形での募集があって、そのまま継続して就労されているということで、そういった形、再就職にもつながっておるということで定着を図っておられるのでないかということでございます。
特に障害の事業所につきましては、障害も最近は複雑化、多様化ということで非常に難しいケアを要するケースが増えております。そういった意味で、資格を持たれた方の人材を確保するということは、私どもの障害福祉の分野からしましたら逼迫する課題でございまして、今後もこういった補助金制度を活用しまして、より多くの優秀な人材を障害福祉の事業所に確保したいと考えております。
ただ、このままの状況ではなかなか人材の確保も難しいもので、今、現在ヘルパー講習ができる事業所が1か所ということでございますので、今後は、いろんなヘルパー講習を行っている事業所の方も対象にして、この研修費用等を補助の対象として認める、そういう形をとりたいのと、今現在就労されている方につきましては、資格なしの方がそういった作業所等、事業所等へ就労されている方も多々いらっしゃいます。そういった方にも資格等を取っていただいて、より専門的なケアを行える、安定した就労を行える、そしていろんな大学等の下見などがありますので、そういったことも呼び込んで、より多くの方に障害福祉の事業所に就労していただくような機会をつくられるよう働きかけていきたいと思っております。
説明は以上でございます。
［会長］
ただいま第2項についての説明をいただきました。このように全部で7つありますが、一番目の総合戦略策定経費これは別にしまして、2番目以降から1つずつここで評価をいたします。それぞれの取組に効果があったかどうかいうことをここで決めていきたい、こういうふうに思っております。
今、説明を聞きまして、結論として地方創生に一定の効果があったという結論をしたということでございます。このような評価でよろしいかどうかということにつきましてご意見をいただいた上で、この会としてこれを決したい、こういうふうに思っております。ご意見いただいたらと思いますが、いかがかでしょうか。
はじめに7人と14人という数を設定されたのですが、このような数が必要だということで数字が出てきたと思いますけれども、逼迫をしているというこのコメントのところ、今後の方針としてこれは7人、14人ぐらいでいいわけですか。実際には、もっと多いわけですか。
［障害福祉課副主幹］
障害福祉課です。現在は彦愛犬圏内に約90カ所の事業所がございます。そちらのほうの大きな法人に若干ちょっと調査をいたしましたところ、やはり人材が不足しているという事業者が多々ございます。先ほど申しましたように、資格のない方まで、一般の大学等に通われている方が卒業されてそのままどこにも就職せずに、できないということで福祉分野にいらっしゃる方もいらっしゃいますので、いずれにしましてもまだ足らないという事業所が多々ございますので、目標としましては、このような目標を今後も期待しておるということでございます。
［会長］
よくこれについて知らない。研修をして資格というのは、どういう形で資格を出しているわけですか。この場合、どういう名前の資格になりますか。
［障害福祉課副主幹］
障害福祉課です。こちらのほうの研修につきましてはヘルパー2級という資格が取れるということで、130時間の実務経験、実習と研修、講習を受けなければいけないということになっておりますので、半年ほどそういった研修を受けていただくということになると思います。
［会長］
130時間、およそ半年かけて研修を受けてそれでヘルパー2級という資格が取れた、こういう人を今ここで2人および3人という形でカウントしたわけ。しかもその中に、現職指定ですから、本当に新しく就労、それから再就労という形が多く含んでいるということにおいて、そういう意味では雇用を増やすという点からしても効果があったということでいいかということでございます。いかがでしょうか。よろしいですか。
［委員］
いいですか。
［会長］
はい、どうぞお願いします。
［委員］
今こういう形で地方創生の中での人員確保ということでは、恐らく有効だと思うのですが、その職場で働いている方々の離職率、要は政府も言っています介護離職ゼロ、到底あり得ない話だと思うのですけれども、現実、この場で、ここにふさわしいかどうかわかりませんが、現に私のところにも各施設で仕事されている方が相談に来ておられます。要は働く環境が余りにも悪いというと言葉が悪いですが、働いている人たちが本当にそこで生きがいを持って働いているかといえば、現実そうはなっていない。現に働く者同士の職場でのコミュニケーションがとれずに、職場の中でのいろんなハラスメントを含めたものが、皆さんの耳に届いているかどうかわかりませんが、蔓延しています。言葉は悪いかもしれませんが、本当に蔓延しています。
今ですと多分、南センターの方が結構辞めておられる方が増えているのではないでしょうか。その場合には、北のほうも辞めておられる方が結構ありますし、いろんなところで働いている方が、実質、私のとこに来られています。だから、幾ら新しい形で人を生み育ててつくっても、じゃあ、その方たちが本当にそこで生きがいを持って働いていただけるという環境を整えなければ、マイナスのほうが増えていきます。そのマイナスをとめる努力にもっと汗を流していただかないと、ここでいくら地方創生のことを頑張っても、その負の部分で減っているようであれば、全く何のための地方創生か、たくさんお金をかけてせっかく資格を取ってもらっても、現実的にそこになじめてなくて辞めていかれている方がたくさんおられるということを認識しながら、ともに両天秤の中で、このような作業を進めていかないといけないのではないかということを、少し思います。
［会長］
そうですね。定着という言葉がここに書かれております。だとすると、離職率を下げるという対策も同時に必要じゃないかとご意見だと思いますが、ごもっともだと思います。これについて特に何か、いかがですか。コメントされることございますか。はい、お願いします。
［障害福祉課副主幹］
事実、ちょっとお話を聞いていた中ででも、採用してもすぐに辞めてしまった、退職されていると、実際お聞きしております。
行政と民間事業所等がもっと対話を持って、中身的にはやっぱり非常に難しくて複雑で余裕のない職場環境の中で仕事をしておられることになりますから、より一層そういった対話の中で安定した気持ちのよい職場づくりになるように、私どもも働きかけていかなければいけないと、そのように思いますので、今後も努力していきたいと思っております。終わります。
［会長］
よろしいですか。恐らくこれは息の長い取組にならざるを得ない。しかも、ただ市が逆立ちして頑張るだけでいいかという問題でもございませんけれども、それも一定の限界があるものですから、そういう意味でまさに地方創生の中で心がけていかないといけない大事な点だと思いますが、ただこれは1年ものの事業でございまして、そしてそれについて、ここでこれが有効であったかどうかということについての評価をしないといけない。こういうような、相当な限界はあるということを前提で考えたほうがいけないかなと思います。ほかにいらっしゃいますか。はい、お願いします。
［委員］
ハローワークです。この件につきましては、本来、国がやらなければならない部分もあるのですけれども、実は求人倍率がございまして、今現在、直近で雇用のできるデータが、5月の段階ですけども、ご参考までに申し上げます。
全国では1.36、滋賀は1.18、かなり低いです。彦根市にあっては1.47と高いということになります。高いからいいというものではないのですが、実は職種についての求人倍率でいきますと、安定所に、要するに福祉関連の仕事で働きたいという人は203名、ところが実際の口は470名、ということは2.3倍ぐらいあります。これは異常な数でございまして人手不足感がものすごく高いということでございます。
実際紹介していても、なかなか積極的に福祉に行きたいという方は、実は少数でございまして、どうしても印象的に腰を悪くするとか、だから実質我々も現場を見せていただくこともよくあるのですけれども、大変な仕事だということはわかります。一方、雇うほうも福祉でもいいわというような感じで来られては困るということで、やはり一定以上能力的に、あるいはそういう意識を持ってこられた方でないと、なかなか難しいということで、今、会長さんがおっしゃったみたいに、非常に長期的なスパンで見なければならないというように思います。
この7名、14名が多いか少ないかは、費用対効果の関係でどうかというふうに思うと、少ない印象にはなりますけれども、やはり何らかの形で取り組んでいただかないと、放置していくわけにはいかないと思いますので、私としては今のところは効果があるというふうに判断してもいいのではないかなと。ただ、これを長期に続けていって将来に向けて、やはり考えていかなければならないということがあるかと思います。
一方、定着問題。確かに定着率はちょっと業界的には難しいですけども、思ったよりもしんどかったとか、しんどい職場になりますと、職場内に色々トラブルとかいうのが発生しますので、これはなかなかどうしたらいいかという妙案はないですけれども、いずれにせよ有資格者をつくることによってまた転職されてほかへ行かれる。離職率が、おっしゃったみたいにゼロになるということは、これは難しいのですけど、離職率を下げるということも大事ですけれども、有資格者、それに、少しでも経験を積んでいかれることによって、また違う職場へ行かれるということもありますので、それも1つかなというように思っております。
私としては人数的には確かに少ないものではありますけども、長期的にこれは必要なことでありますので、地方創生には効果があったと、私はそう判断しております。以上です。
［会長］
有効であったと判断してもよかろうというご意見でございます。ただし、これは、長期に取り組んでいってこそ、その効果がありますよということで、これはますますやってみましょうということのご意見だと思いますが、委員の皆様、それでよろしゅうございますか。
(異議なしの声)
それではこれにつきましては有効であったということで、今、いただきましたのでご意見を一緒につけていただければと思います。ありがとうございました。次に入りましょうか。
項目の3番目であります。これについての説明をお願いします。
［地域経済振興課長］
地域経済振興課です。3番の企業立地促進事業について説明させていただきます。
今後の企業誘致の基礎資料とするために、電話による調査を実施いたしました。本市に企業立地の可能性のある企業、特に健康、福祉、医療および環境等の成長分野から。当初3,000社を予定しておりましたが、7,000社を抽出しまして、有効回答数が4,789社、68.4％の回答率でございました。
また平行して、工場等の適地空間地等の調査も実施し、工業圏地域における企業立地が可能と思われる空閑地、オフィス誘致可能地域における空き工場、空きビル等の利用可能な建物についても調査いたしました。
今後はこれらの基礎資料をもとに企業の本市への進出を支援するとともに、工業用地開発の検討等に利用していきたいと考えております。
また、もう一つ、産業競争力強化法に基づく創業支援事業計画の策定を行いました。同計画に基づき企業の創業の支援を行いました。創業支援を行った件数は指標値100件に対して、実績値は89件でしたが、実際の創業者は創業支援事業計画目標値18件に対して23件ありました。これは市内の主だった金融機関を訪問し、また制度説明したことや、彦根商工会議所、稲枝商工会ほか多くの機関と連携し、また創業支援事業のパンフレットを作成するなど幅広く事業の周知を図ったことで効果があったものと認識しており、今後も事業の継続をしてまいりたいと考えています。
［会長］
以上ですか。よろしいですね。はい、ありがとうございました。説明をいただきました。これにつきましてご意見をいただきたいと思います。いかがでしょうか。
ところで、創業したいという意思の人は、そういう年代にしてどれぐらいの年齢の方ですか。
［地域経済振興課長補佐］
大体ですけども、大体、主になっているのは30歳から54歳までの方が階層としては、一番多くなっているかと思います。
［会長］
30歳から54歳。
［地域経済振興課長補佐］
はい。それが全体のもう半分以上を占めております。
［会長］
そうですか。
［地域経済振興課長補佐］
具体的に言いますと、先ほど申し上げた数の中で、89人の相談を受けたという中で実際に30歳から54歳の方が57名でございます。
［会長］
アメリカで圧倒的に多いのが、45歳から55歳の人とのことです。それぐらいだそうです。だからやっぱり大学を出て一遍仕事をして、ノウハウや人脈をつくって、それから起業しようというのが多いようですかね。
今、大学に対しては、22歳で卒業したところで、起業、創業する教育だけしときなさいなんてことになってくるわけでありますけれども、これはそのための基礎教育という意味で、恐らく何年かして役に立つのかなという気がしております。実際には、一定の経験を積んだ後の起業、創業となってくるわけですね。
結構これで見ると、手を挙げる人が多いわけですね。取組の中身の説明がありまして、こういう取組をした上でこのような結果に結びついたと、そういう意味ではしかけと結果が今のはちゃんと説明されていたのかなと感じがします。
いかがでしょうか。市のほうではこれについての効果があったという評価をしておられますが、この委員会としましても、有効であったと評価してよろしゅうございますか。よろしいですか。
(異議なしの声)
それでは、結論としましては、評価としましては有効であったということなんですが、これについては特にこういうことについて、今後、やりましょうというご意見等があればフィードしたいと思いますが、いかがですか。
さらに日本全体を見たときの起業、創業者という年齢層と重なるのですかね。
［地域経済振興課長補佐］
すいません、ちょっと詳細には資料を持ち合わせておりませんので、即答はできないですが、先ほど申し上げましたとおり、30代から54歳までがほぼ主でございまして、そのあとは55歳以上の方が二十数名。若年層、若い方がやはりかなり少ないというような結果にはなっております。
［会長］
そうですか。ここのところが、かなり地域の色が出るところでしてね。大都会の場合に、例えば、ＩＴなんかをやって、それがおもしろいと言って伸びる、ぱっと若い人たちが主ですけど、ちょっと違う地域かもしれないんですかね。
いずれにしても、なぜ、じゃ、この人たちがこういうところに思い至ったか、それをどういうふうにして、これ今、支援ですからね。まずくいった場合に、もう一遍やり直しがきくシステムになるかどうかというと、これも大変、大事なことになるので、私はこれをもう少し今からの地方の再生、活性化という点から進めていければと思います。
よろしいですか。はい。ありがとうございました。それじゃ、その次、4番目にまいりましょうか。
［地域経済振興課長］
地域経済振興課です。4番目、地場産業等振興対策事業についてご説明させていただきます。
彦根市の地場産業である彦根仏壇、バルブ、ファンデーションの活性化を図るため、彦根市地場産業活性化基本方針および行動計画に基づきまして、関係機関の連携のもと、人材の確保、育成、営業戦略、販路拡大、技術、商品開発等によるブランド強化、海外展開等について各産業の特性に合わせた取組を展開するとともに必要な支援を行ってまいりました。
特に、国等による各種支援策を必要とする地場産業を中心とする物づくり企業に対しまして、的確な情報提供を行い、当該企業のニーズを把握しながら国等の補助金制度にかかる情報提供や申請書、報告書の作成支援を行うとともに地場産業組合との情報交換を行いました。
評価指標を補助金申請支援件数といたしまして、指標数12件に対して実績値23件でございました。これは専門性、公共性を有しました組織である彦根商工会議所に業務委託をいたしまして、各種補助、支援策の活用に関する企業向けの窓口を設置していただきまして、また専属の職員を配置していただきましたことで効果につながったと認識しており、今後も事業の継続をしていきたいと考えております。
［会長］
よろしいですか。ありがとうございました。
そういう組織を設けたというのがおもしろい取組でしたね。案外、これが大事なところですよ。継続性から必要なものですね。という説明でありまして、これは地方創生に相当程度効果が、かなり自信のある言葉が出ておるのですが、ご意見等ございましたら、よろしくお願いします。はい、お願いします。
［委員］
滋賀銀行です。実はこの分野、手前でも非常に力入れておる分野でして、今年の2月に私どもの関連会社であるしがぎん経済文化センターという会社がリサーチ会社なんですけども、行った設備投資動向に関する県内企業のアンケートがございまして、実施期間が2月4日から、2月中です。滋賀県内に本社を置く企業および県外からの進出企業、約1,000社，935社に対して153社の有効回答がありました。製造業が73社、非製造業が80社ですけども。結局、設備投資を行う際に対して、期待する行政の施策、どういったことを期待されますかというような中で、やっぱり補助金制度の拡大が、最多でございまして61％を超えていました。
ずっと滋賀銀行でもそういった補助金支援制度サポート、これは本部、それから提携するコンサル会社を使って行っているのですけども、一昨年の申請と比べて、去年の申請が大幅に増えたのです。
例えば一昨年の申請でしたら、あるコンサル会社のヒット率が70％、申請者100に対して70は国からの補助がオーケー、承認されたということだったのですけども、今年は、それがもう30％台に落ちてしまって、それだけ設備投資の需要が増えているというよりは、補助金ニーズが高まっているということだと思うんですよ。ですので、そういった地区応対で、ワンストップでそういった受付窓口ができるというのは、そことは我々金融機関とも連携し合いながら、我々の自社内でもそういった部署も持っていますし、あるいは有力コンサル会社との提携もありますので、ぜひ、官民協働で取り組んでまいりたいと思います。以上です。
［会長］
説明いただきまして、ご意見いただいております。いかがでしょうか。
市のほうでは効果があったという判断をしておられますが、有効であったと評価してもよろしゅうございますか。今、ご意見をいただいていますが、ほかにこれにくっつけておくご意見はございませんか。
私はこういうふうに補助支援、これも大変結構ですけれども、こういうような、維持していく、先ほどの起業もそうですが、そのための教育といいますか、そういう人にノウハウを教えるですとか、大事なポイントを外さないようにするだとか、法律のそこのところをちゃんとわきまえるだとかという、実は教育も加えて大事じゃないかと思っとるわけですが、滋賀銀行さんのほうでやられているのについては、申請する人たちがどのようなレベルで、どのようなことの力になっているかなんていうことは採取されるわけですか。
［委員］
もちろん。そもそもこういった地場産業にかかわらず、設備投資される場合に、設備投資の目的です。補助金がもらえるから、だから設備投資されるのだと、こんな話は基本的にはありません。投資に対する効果が、企業さんが、例えば思っていらっしゃる効果が本当に見込めるのかどうか、ここは銀行も一緒に考えさせていただいて悩んでいる部分です。
補助金申請を通す側の国としても、例えば設備投資にプラスアルファの効果です。今で言うたらエコですから、生産性効率と同時に、まず、省エネルギーが見込めるかどうか。それから雇用の拡大が見込めるかどうか。そこはしっかりとチェック入ってきますね。
そういったやっぱり目線、問題意識を持った方からのお話であれば通るんですけども、逆に私も経験があるんですけども、補助金が出るから、だから投資しようという話も中にはありました。これをされても逆に借入れが増えてしまって資金繰りがますます厳しくなるということで、率直にもうお断りさせていただいたところも、これもあります。そこは冷静に金融機関でも対応しております。
［会長］
彦根市もそういうリスクについてチェックをされるわけですよね。
［地域経済振興課長補佐］
こちらにつきましては先ほど説明させていただいたとおり、商工会議所のほうに委託をさせていただいているので、個別の案件に対するチェックは残念ながらやっておりません
ただし、本市の場合、この制度をつくったというのが、実は一昨年度、平成26年度に、地場産業数十社を企業訪問させていただきまして、特に零細な企業ですと、まず情報が入ってこない。補助金の存在がわかったとしても、手間として申請書が書けないというふうな現状がございました。それのちょっとお尻を押させていただくというきっかけになればということで、申請から実績報告までを伴走型で支援するという体制をつくらせていただきましたので、申請時、そして実績報告時に専門職員がかかわってくれておりますので、一定のコミュニケーションの中で共有できた効果はあるとは認識しております。
［委員］
会議所としてですけれども、補助金の利用とか申請のお手伝い、そういう面では確かに一歩進んで評価されると思うのですが、全般的に中小企業とかそういう零細、小規模事業されているそういうことでいいのですけども、地場産業に限って言いますと、非常にやっぱり厳しい状況にあると思います。これはやっぱり構造的な問題があるので、本当に地場産業というのは、例えば仏壇で限って言いますと、七職の工程と言われるように、それで成り立っているわけですよね。それも1つ1つ非常に小規模、零細、家内工業的なものがあるので、やはり補助金申請は申請として、構造的な問題のとこにメスを何か入れていかないと、もうそれこそ後継者がいないし、雇用なんてとんでもない話です。ですから人材の面からいいますと、やはりそこは全国的な地場産業というのは非常に厳しいとこもありますが、徹底されているところは、例えばいくつもの工程で成り立つところでしたら、それをまだ元気なうちに集約をしていって、会議所とか仲介に置いて、集約をして、そこで回して、ある程度、力をつけるとか、経済的にもやっていくと。そういうふうなところにも踏み込まれていくところもあるので、地場産業ということで進行形のことでいいましたら、やはり踏み込んでやっていかないと、私は、将来、非常にこれは厳しいものであると思います。
それと総合戦略で重要な点は、個別にそれぞれやるのではなく、これは総合計画でやるのですが、総合戦略という点では政策5原則で全部、皆回してわけですけども、横展開で、かなり政策間で連携して効果を出していくということですので、その点は本当に発揮されているのかなという点は、全般にわたってですけど、先ほどの話も含めて、本当にこれで雇用が増えて人が入ってきてと、地方創生としての効果につながるかどうかという部分になると、まだ戦略が始まってわずかであり、そういったことも早いですけども、実態について考えると、私は非常に厳しいと考えます。
前、県なんかによく言ったのは、例えば地場産業ですと、創業でも、ベンチャーでもいいのですが、ベンチャー投機を打ち出して、滋賀県なり彦根がベンチャーに対し、一歩踏み込んだ施策をすることによって印象づけて、コストのかからないベンチャーに関心のある方もいらっしゃる。
ですから、地域の中で人を育てていくのと、同時に外から来た方にそういうものをつくるとか、地方創生、その点だけは、観点から言うと、若干そういうとこもないと、従来型の印象の中で、5年、10年先にどうなっているのかなということは強く感じますね。
［会長］
今、具体的なご意見いただきまして、それはやっぱり戦略というものが見えるというような形を考えていくべきであろうということでした。
ありがとうございました。それではその次にまいりまして、彦根仏壇活性化事業について、お願いいたします。
［地域経済振興課長］
地域経済振興課です。続きまして、彦根仏壇活性化事業についてご説明させていただきます。
仏壇業界における職人の後継者問題は特に深刻化しております。職人の養成、確保は喫緊の課題でありまして、新たに雇用した職人にかかる補助金の人件費の補助および仏壇産業の活性化にかかる事業費として記載のとおり、組合員活力向上支援・研修事業、情報発信ＰＲ事業、出展展示・推進事業、意匠開発調査・需要開拓事業について補助をしてまいりました。詳細についてはここに記載してあるとおりでございます。
評価指数を職人新規雇用者数といたしまして、指標値2人に対しまして実績値3人でございました。これらのいくつかの事業を総合的に進めていくことで、効果があったものと認識しておりまして、今後も事業の継続をしてまいりたいと考えております。
以上です。
［会長］
ありがとうございました。ただいまご説明いただきました。これにつきましてご意見とご判断をお願いしたいと思います。いくつか取組をしておられますが、どの件でも結構です。ご意見等いかがでしょうか。
この3名は、どういう人ですか。若いのですか。
［地域経済振興課長補佐］
3名のうち1名が20代、2名が30代でございます。
［会長］
いかがでしょうか。大学に行きますと海外からの留学生を集めて、彦根仏壇のところへ見学させてもらって、通訳がつく場合と、日本語がものすごくよくできるがゆえに通訳が要らないという場合がありますけれども、一様に感激するのがいくつもの工程をそれぞれがやりながら、つなぎ合わせていって一体監理をしているところはすばらしいとみんな言うらしいですね。しかも小さい細工で。願わくば、あれがもう少し町の近くのほうにあったらいいなということだそうです。どこか、アウトリーチとは申しませんけど、何かそういうような取組をするところだとか、見てもらうようなところがお近くにでもあると、なおいいのかなという気はするということを、引率された方のほとんどが伺っているとのことです。しかし技術的にはすばらしいということで、海外の学生たちは大変感激するそうですよ。新しいデザインが次々出て、壁かけ仏壇というものが出てきているそうですね。いかにも若い人が考えそう。
ご意見、よろしいですか。はい、お願いします。
［委員］
ｋｏｎｋｉＣＬＵＢです。
情報ＣＰＲ事業として、広告代理店ですので、新聞・メディア等の広告宣伝、いわゆる情報誌やホームページの充実をしていただいていますが、実数値3名、今、年齢層をお聞きになられましたが、お若い方だなというふうに思いますが、3名の方は、広報戦略の何をご覧になられたのか、聞かれたのか、どういった媒体だったのかなというところが少し気になるところです。実際に、あと、そういう若い方は、もちろんそういった後継者問題のターゲットとなりますので、そういう観点からいきますと、どのような媒体がベストかというようなことをご判断なされたのかをお聞きしたいです。
［会長］
ありがとうございます。それでは、今、何がこの中で一番功を奏したかいう点について、お願いしましょうか。
［地域経済振興課長補佐］
3名の方がどういうふうな経緯で来られたかということですね。3名うち1名は京都にございます専門の大学校がございまして、伝統工芸の大学校。そちらに対しまして彦根の仏壇業界のいくつかの企業さんが毎年アプローチをかけて、ぜひ来てくれとお願いしました。そういった経緯で来られた方が1名、もう1名は、もともとものづくりが好きで、やはり職人に憧れてこられた方。そして、もう1名の方ももともとさまざまな家具制作をはじめとするものづくりを色々されたのですけども、やはり彦根仏壇の職人になりたいということでこられた方々です。
基本的に来てもらう場合については、京都の専門学校であります伝統工芸大学校に声がけをするというパターンが多いそうです。そのほかには、やはり色々な情報等を見られて、自発的に来られたということがあると聞いているところです。
［会長］
よろしかったですか。ほかに関して何かありますか。
相当効果があったという評価をされていますが、有効であったと判断してよろしゅうございますか。
(異議なしの声)
はい。それでは今、何が効果的であったかということを検証しながら、効率のいいやり方を、今後とも続けていくように、そういう注文になったようですけれども、判断は有効であったと。委員からの意見としてはそのようなことを入れていただきたい。
その次にまいります。観光推進事業についてお願いします。
［観光企画課長］
観光企画課です。6番の観光推進事業についてのご説明をさせていただきます。
この事業につきましては、より戦略的に観光振興施策を展開し、将来の観光交流人口の増加を図るため、本市観光の現状の把握、課題の抽出などを行い、彦根市経済活性化委員会での審議を経て、彦根市観光振興計画を策定したものでございます
この計画につきましては、現状分析、課題の抽出、他都市の事例調査や市民アンケートを実施した上で、経済活性化委員会の調査、審議、5回審議をいただきまして、パブリックコメントを行った後、3月末に策定、交付をさせていただいております。
内容としましては、目指すべきビジョンとして、21世紀型城下町・彦根の創造を掲げ、彦根城をはじめとする歴史的建造物や博物館、文化財を保存しながら、多様な主体が文化活動や誘客活動を21世紀型文化空間として活用しながら、まち中で買い物や食事を楽しむ環境を整え、幅広い資源を活用できる質の高い観光施策を展開するとしております。
また、目標および目標数値につきましては、観光消費額や経済波及効果、そして彦根城の入山者数、宿泊者数等11の項目を掲げております。
そして基本方針としましては、21世紀型城下町、彦根のまちづくりをはじめ、戦略的情報発信による誘客促進と外国人観光客のニーズを捉えた観光施策など4つの基本方針を定めております。また、それに伴いまして、基本施策としては外国人の観光客ニーズを捉えた環境整備、戦略的な情報発信とプロモーション活動、テーマ、ストーリー性のある広域観光連携の推進等6つを定めており、それぞれ広域的、または長期的な、具体的な取組を掲載いたしております。
こちらの評価指標につきましては、本来計画策定でございますので、次年度以降、評価されるべきものかなとは考えておりますが、計画策定に当たりまして、開催しましたワークショップ等で直弼公の生誕200年祭関連事業、下記7番で掲載しておりますが、こちらの事業が効果的な実施になるよう検討もいただいておりますので、生誕200年祭とあわせた形で80万人という彦根城の年間入場者を設定させていただいております。この点についてはご理解をいただきたいと思います。
そして今後につきましては、この計画に沿いまして、官民一体となった観光施策を推進しながら、毎年評価と改善を継続的に行っていく予定をしております。
以上でございます。
［会長］
ありがとうございました。説明は以上ですが、観光推進事業、この項目につきまして、コメントそれから判断をいただきたいと思いますが、いかがでしょうか。
この数値目標、ＫＰＩはそれにしたのが、200年祭との区分というのはなかなかできないので、こういう形になるのでしょうね。そちらを外したらどうだったのですか、それはなかなかできないわけですね。ご意見ございますか。
21世紀型城下町っておっしゃいましたけれども、これであるという定義は何でしたか。21世紀型のまちづくりって何でしたか。どのように定義されているのでしたか。
［観光企画課長補佐］
具体的な定義としては、明記はされておりませんけども、先ほど申し上げましたように、これまで彦根城をはじめとする歴史的建造物はもちろん観光資源として活用してきましたけれども、さらに一歩踏み込んだ形で市民や市民団体などが文化的な空間として彦根城や彦根城博物館を活用して、さらに誘客に資するような、そういう事業が展開できる、そういうまちというイメージで定義づけしております。
［会長］
いかがでしょうか。それではこれにつきましては、評価は有効としてよろしいですか。
(異議なしの声)
はい。有効として。特にご意見等ございませんか。
［委員］
はい。
［会長］
はい、お願いします。
［委員］
ｋｏｎｋｉＣＬＵＢです。
観光推進事業としておっしゃる7番、生誕200年祭の関連事業ともちょっと似ている部分があるので、どうかなと思うのですが、この観光推進事業を評価する指標値が、彦根城の入山者数80万人という指標値だけとしていいのかなというような思いが、少しひっかかります。
［会長］
ＫＰＩの設定の話のことですか。
［委員］
はい。
［会長］
彦根城の入山者という、そういうものでよろしいかという。わかる方、こんな指標はどうだというのってありませんか。
［委員］
24年度、25年度で、こういう事業をされていた、必ずしも増えたかどうかはわかりませんが、そういうこともありますし、観光振興計画ということですから、城下町の観光資源について、例えば実際、観光客を相手にしている商店の売り上げが実際どのように推移しているのかなど、指標値として、具体的なものが必要ではないかと考えます。
［会長］
本当は、こういうのはイベントがあるときにはぽんと高くなる、それが終わると低くなる。また何かのイベントで高くなるという。本当はイベントの効果というのを除いてバックグラウンドが、どのぐらいいったかというようなところを見るのが本当はいいのでしょうね。
つまり、あるイベントやったのがその次のバックグラウンドのレベルを上げたならば、それはその後有効だったというようになりますよね。できれば、この入山者という1つのイベントで増加するものではなく、ベースラインが上がったかどうかというようなことの評価が基本的には大事かなという気がします。イベントの効果を見るっていうのは、まさにこれでいいと思いますけどもね。
先ほどおっしゃっていましたように、売り上げの点から評価するというようなことを少し考えてみたらどうだろうということでございました。
ありがとうございました。
それでは最後、もう一つ、7番を事務局、よろしくお願いします。
［観光企画課長］
続きまして、7番の井伊直弼公生誕200年祭関連事業についてご説明させていただきます。この事業につきましては昨年、幕府の大老として日本を開国へ導いた彦根藩主井伊直弼公の生誕200年を記念しまして、平成27年7月10日から12月23日まで160日間にわたりまして彦根城域一帯および市内全域で記念事業を開催させていただいたものでございます。
事業の内容につきましては、実行委員会を構成する主な団体が主催します事業、主催事業ですが、これが13。内容として、天秤櫓や佐和口多聞櫓を活用しました特別展、ある程度の期間を設けた特別展をはじめ、市内各所でそれぞれ13のイベントを開催いたしております。
それと併せまして8つの市民提案事業に対し、実施の支援をしております。
それと実行委員会以外の事業として彦根市事業を4つ実施をしております。
これにつきましては、先ほどＫＰＩのほうでもご説明をさせていただきましたけども、指標を平成27年度中の彦根城入山者数を80万人設定しております。これに対しまして実数としましては、81万7,100人という実績でございます。昨年につきましては、姫路城のリニューアルオープンがございました。また北陸新幹線の開業によりまして、金沢が注目を浴びている中、少し高い目標設定かなと思っておりましたが、何とか特別展、常時いつ来ていただいても何かをご覧いただけるような特別展であるとか、魅力あるイベントの開催、またメディア、エージェントへの働きかけ、ホームページ等での情報発信、そして市民提案事業によります市民の参加、意識の高揚、こういったことがありまして、何とか達成できたものではないかと考えております。
今後につきましては、先ほども少しご意見ありましたけども、80万人達成したこともありまして、これを次年度、平成29年度開催予定の築城410年祭に何とかつなげていけたらなとは考えております。以上でございます。
［会長］
ありがとうございました。ただいま説明いただきました。ご意見等、それから評価につきまして発言いただけますか。いかがでしょうか。はい、お願いします。
［委員］
さっきの項目とかぶるかもわからないのですけども、インバウンド、要するに外国人観光客の滋賀県の延べ宿泊者数というのが、去年の増加率が101.1％ということで、これが全国でもトップクラスだったらしいのですが、これは滋賀県全体です。延べ宿泊者数の国別のランキングで聞くと、台湾がトップで、全体に占める割合が35.6％。これはしがぎん経済文化センターから出ている資料なのですが、その次は中国で25.8％でした。結果、台湾が圧倒的に多いということですが、特に滋賀県としてターゲットを絞って、台湾にそういうエージェントとか、あるいは台湾の政府機関とか、そういったとこに一定の何かアプローチとかＰＲ活動とか、そういったことを考えてらっしゃるのですか。
［会長］
お願いしましょうか。ターゲットを絞って。はい、どうぞ。
［観光企画課長］
台湾につきましては、滋賀県と同じく彦根市も一番多いと考えております。
台湾につきましては、びわこビジターズビューローのインバウンド部会にも彦根市入っておりますし、そういったところで情報共有するとともに、エージェントにも働きかけであるとか、台湾のメディアへの情報発信を行っておりますし、今年度ですけれども、市長のトップセールスということで7月に長浜と米原とあわせまして台湾の観光展に伺っております。
［会長］
よろしかったですか。今の最後のくだりで、彦根市単独ということではなくて、お隣とご一緒にということで、一帯で取り組まれた。それはなかなか大事なところですよね。ワンポイントでどうだというようなことではなく、面としてやる必要あるでしょうね、きっと。それでこういうようなイベントを、来年もまた控えておりますが、こういうようなイベントをやって、だんだんと1年でトレンドとなれば、それはブランド化したと、ブランド力がその間についたということになります。
ほかにはご意見ございませんか。
市のほうでは効果があったと評価しておられますが、本協議会としては有効であったと判断してよろしいですか。
(異議なしの声)
はい。それではただいまのご指摘等ございましたので、戦略性などを意識して取り組んでいただきたいと思います。
はい、ありがとうございました。
以上、本日の一番大事な議事もそういうことできました。ありがとうございました。
もう一つ残っておりまして、これが本来、平成28年度にかかわることでございます。これについても説明をお願いします。
［地方創生推進室］
事務局でございます。それでは私のほうから、議題(3)平成27年度ＫＰＩ指標の結果についてご説明いたします。
資料7をご覧ください。資料7は、平成27年度、ＫＰＩ指標にかかる評価のシートでございます。本表につきましては、基本目標、こちら冊子の総合戦略をご覧いただきますと、7ページ、8ページでございますが、こちらの4つの基本目標ごとにシートが分かれております。
基本目標ごとにＫＰＩの指標の数も異なることから、各シートの中央の下に、それぞれ全体で何ページあって、そのうちの何ページ、例えば基本目標1でしたら3ページございまして、3ページの1、2、3という形でページ番号を振っておりますので、よろしくお願いいたします
本日は、ちょっと時間の都合上、こちらから簡単にご説明をさせていただくに留めまして、実際の評価につきましては、第2回の協議会で実施したいと考えておりますので、よろしくお願いいたします。
具体的な評価につきましては、表紙の次のページの記載例で赤く示しております箇所でございます。こちらにつきまして「課題」、「課題解決に向け、平成29年度に実施すべき取組」について、何かございましたらご記入いただくというふうな形でお願いしているものでございます。
シートのデータが必要である方につきましては、この後、申し出いただきましたら、メールにてお送りいたしますので、よろしくお願いいたします。
それでは記載例をもとにご説明いたします。
行タイトル「基本目標」、「目的」、「数値目標」につきましては、先ほど申し上げました総合戦略の7ページ、8ページ、こちらに書いてあることを載せているところでございます。
なお、数値目標の「基準値」につきましては、平成26年時点のものを載せてございます。今回お示ししておりますのが、平成27年度のＫＰＩの評価ということでございますので、平成26年と比べてどう変化したかというところですね。もしくは、平成26年から、こう伸びるだろうと目標を掲げていたところに対してどうだったかっていうところを見ていただいて、評価いただきたいと思いますので、よろしくお願いします。
続きまして、数値目標の下に、「関係所属」という行がございますが、こちらが事業に関係する各所属を載せております。
その下、「各施策とその方向性」につきましては、基本目標を達成するため、総合戦略に記載された施策について、それぞれのＫＰＩの指標基準値、平成31年度の時点で達成すべき目標値、そして方向性を載せております。こちらにつきましては、総合戦略の冊子の10ページ以降の内容を載せているところでございますのでご参照願います。
そして、一番下に載せておりますのが、このたび埋めていただきます「平成27年度の評価と課題」というところでございます。先ほども申し上げましたが各指標に対し、平成27年度のＫＰＩの結果をまずお示ししておりまして、その横にもともと目標としていた値を載せております。その横、評価という欄につきましては、その目標値と結果を比べまして、達成できたものにつきましては○、達成できなかったものにつきましては×、取組自体がないというものにつきましては―、という形で3つの判定で示しております。
では、各基本目標に対する平成27年度のＫＰＩ指標の結果について、簡単ではございますがご説明いたします。資料5と資料7を併せてご覧ください。
まず、基本目標「1魅力ある安定した雇用が生まれるまちづくり」でございます。こちらにつきましては、記載例の次のページから始まりますので、このシートの2ページ、3ページのところに平成27年度のＫＰＩ指標の結果を載せておりますので、こちらをご覧ください。
まず、施策「(1)企業立地や産業集積の促進等による地元での就職環境の整備」につきましては、有効求人倍率をはじめ、全てのもので目標値を達成しているところでございます。なお、取り組む事業につきましては、資料5をご覧ください。この資料5につきましては、まち・ひと・しごと創生総合戦略に関する主な取組事業を上げたものでございます。こちら1ページの一番下「雇用対策事業」というところで、特に新たに、まち・ひと・しごと地元企業ＰＲ事業というものを取り組むこととしております。
続きまして、施策「(2)企業や新分野への進出に対する支援による新たな雇用の創出」につきましては、起業者数を指標としておりますが、目標値を達成したところでございます。なお、今年度は資料5の3ページの中段、「空き店舗活用地域経済活性化事業」で空き店舗の活用促進などに取り組むこととしております。
続きして施策「(3)地場産業の人材確保・育成および競争力強化」につきましては、各地場産業の生産額を指標としておりますが、仏壇とかファンデーションにおいて、目標値に届かなかったため、一層の努力が必要ということになります。
今後の課題としましては、今後の課題は内部評価のとこに書いてございますが、社会・経済的な要因による需要の減少が挙げられます。今後は、「彦根市地場産業活性化基本方針および行動計画」を策定し、これを着実に実行していく必要があると考えているところでございます。
なお、今年度につきましては、資料5、2ページの下段「地場産業等振興対策事業」でパソコン制御のデジタル工作機器をそろえた地域工房設立にかかる調査に取り組むほか、3ページ上段「彦根仏壇活性化事業」では、彦根仏壇職人等の後継者育成支援などの取組を予定をしております。
続きまして施策「(4)6次産業化や農商工連携の推進による農林水産業の競争力強化」につきましては、認定農業者数は予定どおり達成できましたが、6次産業化に取り組む事業者数において、目標値を達成できませんでした。今後の課題としましては、魅力ある農産物の創出が上げられ、今後は6次産業化の取組の基礎となる園芸特産品の創出等を市が積極的に行い、取組事業者数の確保を図っていく必要があると内部評価ではしております。
なお、今年度は資料5の2ページにございますように、農業人材の育成や地域振興作物の研究開発、さらには特産品の開発などに取り組むこととしております。
施策(5)次のページになりますが、「人材不足の職場における人材の確保・定着への支援」につきましては、目標値を達成できていない、やはり一層の努力が必要となります。
1つ目、「福祉の職場説明会参加者のうち就職に結びついた人数」という部分につきましては、説明会の参加を増やすことと、参加事業所の取組意欲を向上させることが課題にあり、今後は周知方法の見直しや参加事業所の取組姿勢の改善のほか、資格取得にかかる助成制度の検討などに取り組む必要があると内部評価ではしております。
2つ目の「ひとり親家庭が就職に有利な資格等を取得する際に係る費用助成対象者数」については、対象者のうち1名が学業不振であったため、目標値に至らなかったもので、今後は支給対象者の状況把握に努め、課題がある場合は早目の対処を検討するなど、積極的な支援に努めるということを内部評価で課題としております。
なお、今年度は資料5の1ページに「障害福祉職場人材確保・定着事業」で、介護職員の初任者研修にかかる受講料の助成や、就労継続支援金の支給などを引き続き取り組むこととしております。
施策「(6)観光・文化・スポーツの振興による地域活性化策の強化」につきましては、観光配分客数をはじめ、予定どおり目標値を達成してございます。
なお、今年度は資料5の1ページ「(仮称)国宝・彦根城築城410年記念事業」をはじめ、各種事業について進めてまいりたいと考えております。基本目標1については以上でございます。
続きまして、基本目標「2次代を担う子どもたちを安心して産み、育てることのできるまちづくり」についてご説明いたします。
こちらにつきましては、1枚目の下段のほうから評価が書いてございますのでご覧ください。
施策「(1)結婚から子育てまでの切れ目のない支援」につきましては、年間出生数をはじめ目標値を達成しております。
なお、今年度は資料5の6ページにございます「まち・ひと・しごと婚活支援事業」をはじめ、各種事業に取り組んでまいりたいと考えております。
ページをめくりまして、「(2)小・中学校教育の充実」につきましては、市内児童・生徒の基礎・基本的な学習内容の習得状況については予定どおり進んでいるものの、市内児童・生徒学校満足度につきましては、目標値を達成できておりませんでした。
今後の課題としましては、一人一人の子どもの居場所のある学校づくりを進めるため、いじめや不登校等の課題に対する学校支援体制の充実を図っていく必要があると、内部評価でしております。
今年度につきましては、資料5の8ページ「学校支援地域本部事業」で地域に開かれ支えられる学校づくりを実現するため、モデル校によりコミュニティースクールの運営体制づくりを目指すほか、各種事業を進めてまいりたいと考えております
施策「(3)ふるさとを誇りに思い、将来地域社会に貢献する子どもの育成」につきましては、地域行事に参加している児童・生徒の割合を指標としておりますが、目標どおりにいっております。
施策「(4)仕事と生活の調和(ワーク・ライフ・バランス)の推進」につきましては、ワーク・ライフ・バランス取組企業数を指標としておりますが、目標値を達成したところでございます。
続きまして、基本目標「3若者のチャレンジにより、新しい人の流れが生まれるまちづくり」についてでございます。こちらにつきましては、中段以降をご覧ください。
施策「(1)市内大学をはじめとした高等教育機関等との連携強化」につきましては、目標値を達成できておりませんので、一層の努力が必要となります。
今後の課題としましては、産学と連携しての若者定着支援の実施が挙げられ、今後は、3大学との連携により学生定着への働きかけと支援や、企業と学生のマッチングをはじめとした産学連携による若者定着支援、さらには滋賀大学に新たに設置されるデータサイエンス学部との連携によるビックデータの活用の検討も必要であると考えております。
なお、今年度は、資料5の9ページの中段に再掲として、先ほども、まち・ひと・しごと地元起業ＰＲ事業を挙げておりますが、こういった取組を進め、企業と学生のマッチングを図ってまいりたいと考えております。
施策「(2)起業や新分野への進出に対する支援による新たな雇用の創出」につきましては、基本目標1との再掲でございますので、割愛いたします。
施策「(3)移住策の推進」につきましては、社会増減数において、目標値を達成できませんでした。
今後の課題としましては、誘導施策の強化が挙げられ、金融機関と連携して創設する住宅ローン等の低利融資、制度活用による移住施策の推進をはじめ、地域おこし協力隊員と協力しての移住施策の推進、さらには本市の魅力を市内外に発信するためのシティプロモーションなどに取り組む必要があると考えております。
今年度は、資料5、9ページ上段にあります「移住推進事業」において、移住者の家賃補助や住宅取得補助などの制度を新たに設けるため取り組んでいるところでございます。
最後に基本目標「4時代に合った地域の中で、安心な暮らしを守るまちづくり」につきましては、中段以降をご覧ください。
「(1)彦根らしい多極的なコンパクトシティの形成」と施策「(2)空き家等住まい対策の推進」につきましては、取組自体が始まっていないことから、評価としてはございません。
今年度は、資料5の11ページ中段「土地利用計画業務」と、同じページの下段、「歴史まちづくり事業」、12ページの上段「空き家対策事業」にございますように、各種情報の収集、実態調査等に努めたいと考えてございます。
ページをめくりまして、施策「(3)公共施設マネジメントの確立による持続可能な施設整備・運営管理」につきましては、施設類型ごとの個別計画の策定は進んでいるものの、公共建築物の総延床面積の削減率については、目標値を達成できていないため、一層の努力が必要となります。
今後の課題としまして、公共建築物の必要性の検証が挙げられ、施設類型ごとの個別計画の策定を一層進め、公共建築物の計画的な更新、統廃合、長寿命化に取り組む必要があると考えております。
施策「(4)安全・安心な暮らしの確保」につきましては、彦根市内における人口1万人当たりの刑法犯認知件数においては、目標値を達成したものの、自主防災組織率においては、目標値に至りませんでしたので、一層の努力が必要となります。
今後の課題としましては、「共助」に対する意識が低いことと、自主防災組織への理解が不十分であることが挙げられ、防災講習会等において「共助」の重要性をこれまで以上に周知するほか、自主防災組織未設置の自治会への周知啓発、現行補助制度のさらなる周知や補助内容の充実に取り組む必要があると考えております。
施策「(5)湖東定住自立圏形成協定に基づく取組の推進」につきましては、湖東定住自立圏1市4町の人口を指標としておりますが、目標値を達成できたところでございます。
以上で簡単ではございますが、内容の説明を終わります。よろしくお願いいたします。
［会長］
はい。今、説明いただきまして、それぞれのＫＰＩへの達成の程度を評価しないといけないということが次の仕事になりまして、これが、今年の達成率、今からやっていくことになります。
以上のような説明でございましたが、いかがだったでしょうか。
それでは、以上、予定しておりましたところの議題は終わりました。早速次の予定等もあると思いますが、これにつきましても事務局に説明いただきましょうか。
［地方創生推進室］
事務局ですけれども、ちょっと1枚用紙を配らせていただきます。
事務連絡となります。ただいまお配りさせていただきましたのが、次回の日程調整に関する調査表でございます。8月5日を期限としております。4つほど候補を上げさせていただいておりますので、スケジュールのとれる日につきまして、ＦＡＸ等でご回答いただきますよう、よろしくお願いいたします。
以上でございます。
［会長］
以上でございます。これで全て、これでよかったですね。終わらせていただきます。どうもありがとうございました。
(終了)
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